
 

 

S-3-4(4)-57 

Ｓ－３ 脱温暖化社会に向けた中長期的政策オプションの多面的かつ総合的な評価・予測・

立案手法の確立に関する総合研究プロジェクト 

４．温暖化対策のための、技術、ライフスタイル、社会システムの統合的対策の研究 

―IT社会のエコデザイン―（ITの産業構造に与える影響に関する研究） 

（４）ITによる産業の効率化における環境影響調査（平成16～20年度） 

産業におけるIT活用による環境影響評価に関する研究（平成19～20年度） 

 

日本電信電話株式会社 

情報流通基盤総合研究所   西史郎・中村二朗・折口壮志・津田昌幸・原美永子 

          

平成16～20年度合計予算額 15,507千円 

（うち、平成20年度予算額  １，９００千円） 

※ 上記合計予算額には、間接経費 3,580千円を含む。  

 

［要旨］本プロジェクトでは、第Ⅰ期3ヵ年（平成16年度～平成18年度）で、SCM（Supply Chain 

Management）等のITシステムの活用による製造業におけるCO2削減量(無駄排除)の推計方法を設計

し、この評価方法を製造業だけでなく流通業まで拡張し、も在庫圧縮によるCO2排出削減の影響を

検討した。またデル・モデルを代表とする製造直販化やBTO（Build To Order）による影響や、物

流の情報化による影響の検討ならびにCO2削減効果の推計方法の設計と試算を行った。結果、SCM、

製造直販化やBTO、物流の情報化によって、2050年で間接効果を含めて約11,700万t-CO2の削減ポテ

ンシャルがあることを明らかにした。第Ⅱ期2年間では、第Ⅰ期3ヵ年で検討した研究成果を実現

化するための施策パッケージ（policy package）を提言としてとりまとめた。さらにICTを活用し

た「サービサイジング（servicizing）」の実現可能性と環境影響を検討し、2050年IT社会におけ

る機器消費電力量を、この間の技術進歩を考慮して試算した。 

 

［キーワード］二酸化炭素、IT、サプライチェーンマネジメント、製造直販化、物流 

 

１．はじめに 

ITの進展が、社会に大きな変革をもたらし、さらにその変革は産業部門の環境負荷にも大きな

影響をもたらす。NTTの既存研究に「IT活用によるエネルギー消費影響評価」がある1)-4)。この評

価では、ITの活用によって，2010年には2000年の日本の全エネルギー消費量の3.9％に相当するエ

ネルギーの削減効果があることを試算した。その中でも法人向け電子商取引によるエネルギー消

費削減効果が日本の全エネルギー消費量の2.5%であり、その約半分がSCMを中心とした生産流通管

理システムである。エネルギー消費量の削減はすなわちCO2排出量の削減を意味するため、ITによ

る産業の効率化は将来のCO2排出量の削減に大きく寄与することが期待できる。 

ITは、時間や空間の制約を解消するだけでなく、需要と供給の同期化（パーフェクトマッチン

グ）を可能とするため、情報技術とネットワークを基礎とした新しい企業形態によって提供され

る機会が増大している。その中で主に製造業や流通業において、原材料や部品の調達から製造、

流通、販売という、生産から最終需要（消費）にいたる商品供給の流れを「供給の鎖」（サプラ
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イチェーン）ととらえ、それに参加する部門・企業間で、ITを活用して情報を相互に共有・管理

することで、ビジネスプロセスの全体最適化を目指す戦略的な経営手法であるSCM(Supply Chain 

Management)が着目されている。SCMを導入する目的として、納期短縮・欠品防止による顧客満足

度の向上、流通在庫を含む在庫・仕掛品の削減によるキャッシュフローの最大化などが挙げられ

る。SCMの本質は、サプライチェーンの鎖の1つ1つ（サプライヤ）の部分最適化ではなく、全体最

適化を図ることである。最終需要や販売力が弱いのに、製造単価を下げるためといって生産量を

増やしても不良在庫を増やすことになり、逆に強力な販売網を構築しても、部品不足や生産計画

の不備により商品供給ができなければ販売機会を喪失することになる。この無駄を解消し、産業

に効率化をもたらすのがSCMである。 

本研究では、「IT普及と産業」に焦点を当て、高度SCMの普及によるCO２削減効果、ITを活用し

た「サービサイジング（servicizing）」の実現可能性と環境への影響を検討した。さらに2050年

IT社会におけるIT機器自身の消費電力量を、この間の技術進歩を考慮して試算した。 

 

２．研究目的 

本研究では、エネルギー消費削減効果が大きいと考えられるSCMを中心として、実証的な調査を

ベースに、産業部門において大きなCO2削減効果を得るためのITの活用方法や、その実現のための

課題を明らかにすることを目的とする。 

 

３．研究方法 

（１）SCMの活用による産業の効率化 

 製造業は、産業細分類で分類される25業種を対象とし、工業統計から各業種の棚卸資産と事業

所延建築面積等を求めた。中間流通と小売業は、商業統計等で整理し、製造業25業種の分類と合

致させた。このようにして様々な統計資料を整理し、25業種の製造業に付随して卸売業と小売業

が、サプライチェーンで結ばれているというモデルを設計した。このサプライチェーンの中で、

2050年までに各業界が在庫を圧縮し効率化された企業のレベルに推移していくという平成17年度

に設計したベンチマーク的な考え方で、ITを活用することによって得られる効果のCO2排出削減量

をそれぞれ推計した。以下の項目に関する影響を、国立環境研究所3EID（2000年）5)を用いて分析

した。なお、在庫の改善率は、平成17年度に設計したベンチマークによる在庫改善率で推移する

と想定し、不必要生産の割合は、平成16年度の実態調査から棚卸資産を廃棄する割合（20％）を

採用した。また小売業のバックスペースの割合は、平成16年度の実態調査から食品スーパーの倉

庫・荷捌き場・事務所等のある事例が約20%であったものを採用し、中間流通（卸売）のバックス

ペースはその約2倍と想定した。 

例として、以下の１）に関する推計方法を図１に、2050年に関する推計結果を表１に示す。 

 

１）製造業における在庫圧縮による不必要生産の抑制 

メーカにおいて、在庫が圧縮され、過剰在庫の一部が不必要生産に結びついていたものが抑制

される。不必要生産のために使用されていた環境負荷が削減される。 

２）製造業における不必要生産抑制による工場建物の削減 

メーカにおいて、在庫が圧縮され、過剰在庫の一部が不必要生産に結びついていたものが抑制
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される。不必要生産のために使用されていた工場建物が削減される。 

３）中間流通における在庫圧縮によるバックスペースの削減 

中間流通において、在庫が圧縮され、在庫のためのバックスペースに関わる環境負荷が削減さ

れる。 

４）中間流通における在庫圧縮による不必要生産の抑制 

中間流通において、在庫が圧縮され、過剰在庫の一部が不必要生産に結びついていたものが抑

制される。不必要生産に関わる中間流通分の環境負荷が削減される。 

５）メーカと小売販売の直接取引による中間流通の中抜き 

メーカと小売販売の直接取引、あるいは中間流通の多段階が短縮化することによって、中間流

通分の環境負荷が削減される。なお、中間流通の減尐の推移は、商業統計表の卸売業従業者数削

減（1999年4,496,210人→2004年3,803,652人）のトレンドを延長し、年率減尐分3.1％であると想

定した。 

６）小売業における在庫圧縮によるバックスペースの削減 

小売販売において、在庫が圧縮され、在庫のためのバックスペースに関わる環境負荷が削減さ

れる。 

７）小売業における在庫圧縮による不必要生産の抑制 

小売販売において、在庫が圧縮され、過剰在庫の一部が不必要生産に結びついていたものが抑

制される。不必要生産に関わる小売販売分の環境負荷が削減される。 

８）在庫圧縮による倉庫建物の削減 

在庫が圧縮されることによって、倉庫業に関わる環境負荷が削減される。 

９）返品削減による物流の削減 

SCM等の企業連携によって、需要情報が川上側にリアルタイムで伝達されることによって、返品

が削減される。返品物流に関わる環境負荷が削減される。 

１０）会計事務の効率化 

企業間の情報化の進展によって、会計の効率化等が進み、業務部門の環境負荷が削減される。

会計の効率化は、BtoB (Business to Business)の電子商取引の進展によって改善される。本評価

では、BtoBの普及割合が2010年で30%、2020年で50%、2030年で70%、2050年で100%になると想定し

た。 

 

（２）製造直販化やBTOによる産業の効率化 

デル・モデルに代表されるように、製造直販とBTO（build to order：受注生産）を組み合わせ

たビジネスモデルが台頭している。顧客が必要とする機能や仕様に合わせて製品を生産すること

により、インターネットから顧客のオーダーを受け、その要望に合わせてサプライヤから部品を

調達し、カスタマイズした製品を生産、中間流通や小売業者を介さずに直接販売することで、卸

や小売を不要化させることができる。顧客にとっては、自分が望む仕様の製品を手に入れること

ができ、流通業者の排除により中間マージンがなくなることで価格低減が期待できる。さらにメ

ーカにとっても流通在庫や完成品在庫がゼロになり、売れない不良在庫を抱えるリスクをなくす

ことができるというメリットがある。これらのことはITを活用することにより可能とする。 

これらによるCO2排出への影響を考察するために、以下に示す項目の産業の効率化を考慮した。製
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造直販化やBTOにより、中間流通や小売販売は不要となり、製造業は不良在庫がなくなるため不必

要な生産は抑制される。また不必要生産が抑制されることにより返品の物流は削減される。さら

に購買者はネットで購入するため、購買者の交通機関を利用した店舗への移動はなくなる。一方

で、製造メーカが購買者個々に配達するため、小口配送などの宅配物流が増加する。またネット

販売業者関連の在庫が増加する可能性がある。これらのことを、BtoC（Business to Consumer）

の電子商取引の普及割合が、2010年で5%、2020年で7.5%、2030年で10%、2050年で15%と想定して

評価した。 

例として、以下の１）と２）に関する推計方法を図２に示す。 

 

１）製造直販化による中間流通の不要化 

製造直販化の進展によって、メーカと消費者が直接取引する。中間流通が不要になることによ

り、中間流通分の環境負荷が削減される。 

２）製造直販化による小売販売の不要化 

製造直販化の進展によって、メーカと消費者が直接取引する。小売販売が不要になることによ

り、小売販売分の環境負荷が削減される。 

３）ネット販売業者関連の在庫スペースの増加 

BtoCの進展によって、ネット販売業者関連の在庫は増加する。倉庫業に関わる環境負荷が増加

する。 

４）不必要生産の抑制 

BtoCの進展によって、消費動向がわからず生産していた不必要生産が抑制される。不必要生産

のために使用されていた環境負荷が削減される。 

５）宅配物流の増加 

BtoCの進展によって、消費者宅に直接配送されることによって、小口配送等の宅配物流に関わ

る環境負荷が増加する。 

６）返品物流の削減 

BtoCの進展によって、需要情報が川上側にリアルタイムで伝達されることによって、返品が削

減される。返品物流に関わる環境負荷が削減される。 

７）店舗への移動不要化による人流の削減 

BtoCの進展によって、消費者が店舗に行く必要がなくなる。人流に関わる環境負荷が削減され

る。 

 

（３）物流の情報化による効率化 

１）走行管理システムによるエコドライブ化 

アイドリングストップ、急ブレーキ、急発進などを無くし、エコドライブを徹底することによ

って、環境負荷を削減しようとする試みは、多くの企業で運転手に義務付け実施している。ある

スーパーでは、アイドリングストップの実施でCO2排出量が2％削減したとしている。走行管理シス

テムは、アイドリングストップ等の状況を定量的に把握し、徹底化するものとして、導入されて

いる。あるコンビニエンスストアでは、車載端末とGPSを活用することによって、物流センターか

ら店舗への商品の配送状況をリアルタイムで把握している。また各貨物車のアイドリング状況や
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急ブレーキ・急発進状況の定量的把握を実施している。これによってドライバーごとに管理し、

個人指導を実施している。 その結果、貨物車の燃料あたりの走行距離が約5％改善した企業もあ

る。また車両メーカが、運行状況を管理するシステムを提供する事例も出てきている。最近のIT

対応車では、CAN(Controller Area Network)を利用して、車両を制御しているコンピュータから

直接データを取り込むことによって、燃料消費量、アクセルの踏み方、ギア段の使われ方、ブレ

ーキ操作状況など詳細な運転操作データを収集することが可能となっている。運転日報には、速

度超過、急加速、急減速、アイドリング、エンジン回転が表示されるほか、細かな運行区間ごと

の燃費も把握できる。そのため、運送事業者と運転手が、一緒に運転状況を把握でき、どこが問

題か、どこを改善すれば良いかの詳細な情報に基づいて、改善することが可能となっている。こ

のように走行管理システムの普及によって、エコドライブを促進させて燃費を向上させることが

可能となる。 

 

２）求車求荷システムによる積載率の向上 

近年、求車求荷システムにITを活用して空車情報と貨物情報をマッチングさせ、特に帰り便が

低積載で運行している貨物車を有効に利用しようとする企業が増えている。IT活用による情報化

が進展することにより、求車求荷情報をマッチングし、積載効率を上げることが可能となる。求

車求荷システムによる積載率向上におけるCO2削減効果の推計方法を図３に示す。求車求荷システ

ムの普及率が2010年20%、2020年50%、2030年80%、2050年100%と想定して試算した。 

 

(A) 直接CO2排出量

千t-CO2

(B) 棚卸資産割合 (C) 不必要生産割合

％

(D) 直接的CO2削減効果

　(A)*(C)*{(B) 2003 -(B) 20X0 )

(E) CO2排出原単位(I-A)
-1

（業種別）

÷

(F) 単位直接CO2排出量

（業種別）

(G) 間接的効果も含んだCO2削減効果

　(D)*(E)/(F)

千t-CO2

t-C/百万円

t-C/百万円

20%

(業種別）

（業種別）

 

図１ 製造業における在庫圧縮による不必要生産抑制のCO2削減効果の推計方法 
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表１ 製造業における在庫圧縮による不必要生産抑制のCO2削減効果に関する2050年の推計結果 

直接CO2 不必要 不必要生産 直接CO2 単位直接 CO2排出 CO2 CO2

2050年 排出量 生産割合 改善率 排出削減量 CO2排出量 原単位(I-A)-1 排出削減量 排出削減量
（t-C） 2003年 2050年 （想定） 2050年 （t-C） （t-C/百万円） （t-C/百万円） （千t-C） （千t-CO2）

① ② ②' ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑧'
(②－②')*③ ①*④ ⑤*（⑦/⑥） ⑧*(44/12)

1 食料品 3,129,136 7.48% 0.36% 20% 1.42% 44,555.5 0.1203 0.5086 188.31 690.46

2 飲料・たばこ・飼料 223,122 7.48% 0.36% 20% 1.42% 3,177.0 0.0832 0.5128 19.58 71.79

3
繊維工業
（衣服、その他の繊維製品を除く）

854,992 15.87% 0.77% 20% 3.02% 25,827.8 0.2994 0.6914 59.64 218.68

4 衣服・その他の繊維製品 113,330 15.87% 0.77% 20% 3.02% 3,423.5 0.0267 0.5662 72.49 265.80

5 木材・木製品（家具を除く） 164,523 10.65% 0.51% 20% 2.03% 3,334.0 0.0520 1.3508 86.53 317.29

6 家具・装備品 122,816 10.65% 0.51% 20% 2.03% 2,488.9 0.0412 1.8077 109.13 400.16

7 パルプ・紙・紙加工品 4,956,161 10.65% 0.51% 20% 2.03% 100,436.2 0.9236 2.8292 307.67 1,128.12

8 印刷・同関連業 482,506 8.87% 0.43% 20% 1.69% 8,149.3 0.0401 1.7917 363.90 1,334.30

9 化学工業（除医薬品） 13,782,497 12.64% 0.61% 20% 2.41% 331,664.4 0.5280 1.4457 908.09 3,329.68

10 医薬品 349,858 12.45% 0.60% 20% 2.37% 8,291.1 0.0540 0.7407 113.64 416.67

11 石油製品・石炭製品 11,106,876 10.20% 0.49% 20% 1.94% 215,615.9 0.8555 1.4649 369.22 1,353.82

12 プラスチック製品 886,904 8.87% 0.43% 20% 1.69% 14,979.4 0.0865 3.2142 556.32 2,039.83

13 ゴム製品 467,188 8.87% 0.43% 20% 1.69% 7,890.6 0.1561 1.8157 91.77 336.50

14 なめし革・同製品・毛皮 37,316 8.87% 0.43% 20% 1.69% 630.3 0.0562 8.9837 100.83 369.70

15 窯業・土石製品 18,588,882 13.62% 0.66% 20% 2.59% 481,875.6 2.2211 3.1215 677.20 2,483.08

16 鉄鋼 44,829,461 19.28% 0.93% 20% 3.67% 1,645,227.3 2.6125 5.5893 3,519.87 12,906.19

17 非鉄金属 1,496,721 14.36% 0.69% 20% 2.73% 40,920.0 0.2439 1.0303 172.89 633.93

18 金属製品 1,390,443 11.95% 0.58% 20% 2.27% 31,631.1 0.1034 1.4802 452.98 1,660.92

19 一般機械器具 1,052,786 22.99% 1.11% 20% 4.38% 46,071.1 0.0368 0.8673 1,084.96 3,978.18

20 電気機械器具 588,591 12.38% 0.60% 20% 2.36% 13,864.7 0.0109 0.6355 808.01 2,962.71

21 情報通信機械器具 211,224 12.38% 0.60% 20% 2.36% 4,975.6 0.0205 0.6332 153.85 564.10

22 電子部品・デバイス 807,201 12.38% 0.60% 20% 2.36% 19,014.3 0.0301 0.5008 316.18 1,159.33

23 輸送用機械器具 1,877,948 8.25% 0.40% 20% 1.57% 29,480.1 0.0440 0.9320 624.28 2,289.02

24 精密機械器具 145,391 20.94% 1.01% 20% 3.99% 5,794.9 0.0369 0.5445 85.48 313.43

25 その他の製品 201,697 8.87% 0.43% 20% 1.69% 3,406.6 0.0392 0.7462 64.83 237.70

製造業　合計 107,867,570 3,092,725 11,307.65 41,461.40

①⑥⑦は環境省国立環境研究所「産業連関表による二酸化炭素排出原単位」（2000年）による
②②'はベンチマーク法による想定

棚卸資産

割合

 

 

 

○中間流通の不要化 ○小売販売の不要化

(A)卸売・直接CO2排出量 (A)小売・直接CO2排出量

t-C t-C

環境省国立環境研究所「産業連関表に 環境省国立環境研究所「産業連関表に

よる二酸化炭素排出原単位」による　※(D)(E)も同じ よる二酸化炭素排出原単位」による　※(D)(E)も同じ

(B)BtoC割合 (B)BtoC割合

5% 5%

想定 想定

(C)BtoC分卸売CO2排出量 (C)BtoC分小売CO2排出量

　(A)*(B) 　(A)*(B)

t-C t-C

(E)卸売・CO2排出原単位(I-A)-1 (E)小売・CO2排出原単位(I-A)-1

t-C/百万円 t-C/百万円

÷ ÷

(D)卸売・単位直接CO2排出量 (D)小売・単位直接CO2排出量

t-C/百万円 t-C/百万円

(F)BtoC分卸売CO2排出削減量 (F)BtoC分小売CO2排出削減量

　(C)*(E)/(D) 　(C)*(E)/(D)

千t-C 千t-C

千t-CO2 千t-CO2

742.49 649.20

0.0565

2380.42

2,052,877

102,643.8

0.3571

0.0244

2722.45

0.2451

1,476,427

73,821.4

BtoC割合

2010年想定 2020年想定 2030年想定

5% 7.5% 10%

2050年想定

15%

 

図２ 製造直販化による中間流通と小売販売の不要化におけるCO2削減効果の推計方法 
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(A)輸送量：合計

万ｔ

運輸省「平成16年　貨物・旅客地域流動調査・分析資料」

による　※(B)(E)も同じ

(B)平均輸送距離：距離帯別

(C)平均輸送距離によるトンキロ：合計 (D)補正によるトンキロ：合計

　(A)*(B) 万ｔ･km

万ｔ･km 運輸省「平成16年陸運統計要覧」による

(E)輸送機関分担率：距離帯別

　・自動車

(F)自動車輸送トンキロ：合計

　(D)*(E)

万ｔ･km

(H)求車求荷システムによる積載率上昇

(G)積載率上昇対象トンキロ：合計

　(H)のうち300km以上 想定

万ｔ・km

(I)積載率上昇削減効果全体：合計

　(G)*(H)

万ｔ・km

(J)普及率

20%

想定

(K)積載率上昇削減効果：合計 (L)貨物自動車エネルギー消費原単位 (L')換算係数

　(I)*(J) KJ/トンキロ ×

万ｔ・km 国土交通省「交通関係エネルギー要覧」 1kcal＝4.18605KJ

1kcal＝0.07658g-C

(M)物流効率化エネルギー消費削減量

　(K)*(L)*（L')

千t-C

千t-CO2

2050年

100%

56,999,900

32,580,428

15,943,778

3,633.2

353.2

16.7%

2,657,296

531,459

0.0183

普及率

568,718

70,412,707

2010年 2020年 2030年

20% 50% 80%

1,295.2  

図３ 求車求荷システムによる積載率向上におけるCO2削減効果の推計方法 

 

（４）サービサイジングに関する海外動向調査とCO2削減ポテンシャル量の推計 

サービサイジングという概念は欧米から発信（ヨーロッパでは、サービサイジングPSS（product 

service system）と呼ばれている）され、欧米や国際機関で研究されている。そこで、最新動向

を調査するため、海外有識者にヒアリングを実施した。 

「サービサイジング」という、これまで製品として販売していたものをサービス化して提供す

ることにより、製品の利用効率の向上、寿命までの製品利用、脱製品化などの効果が期待できる。

今年度は、サービサイジングの以下の事例に関してCO2排出削減ポテンシャル量を推計した。 

 カーシェアリングおよびカープール 

 電子図書サービス 

 電子ニュース配信 

 音楽配信サービス 

 二次電池のトータルマネジメント・サービス 

各種統計資料や経済産業省「グリーン・サービサイジング事業」の実施例などから、上記の事例

に関して、日本全体に浸透した場合の最大CO2排出削減量を推計した。 

 

（５）2050年IT機器消費電力量の推計 

評価対象であるICT機器は下記の9種類とした． 
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・サーバ／ストレージ／スイッチ／ルータ／PC（シンクライアント端末）／無線端末（アクティ

ブセンサ，携帯電話，携帯音楽プレーヤー）／基地局／伝送装置／ディスプレイ  

推計にあたっては，『2050 年の ICT に関わる電力推計方法』（NTT）を基本としており、ここ

にその主な方針を記載する．  

・2050 年のトラフィック量の推計は行わない（トラフィック量からの外挿はしないものとする） 

・スイッチ，ルータは全て光化される 

・PC は全てシンクライアント化される 

・サーバ，ストレージはデータセンタに集約設置される 

・機器のハードディスクは全て不揮発性メモリに置き換わる 

また，2050年の人口や就業者数，世帯数は『脱温暖化2050プロジェクト・シナリオチームから

の2050年予測基礎データ』6）の2種類のシナリオのうち，シナリオA（いわゆるドラえもん型）を

採用した． 

 

４．結果・考察 

（１）IT活用による産業効率化 

表２に、前記(1)～（３）の方法により求めた産業でのITシステム活用による効率化の効果を示

す。最もCO2排出削減効果の大きい要素は、SCMの活用による製造業における在庫圧縮に伴う不必要

生産の抑制である。製造業を直接効率化させることがCO2排出削減に大きく影響することが分かる。

次に大きいのが、SCMの活用による中間流通における在庫圧縮に伴うバックスペースの削減である。

中間流通（卸売業）は、その性格上在庫がたまりやすく、ここの在庫の圧縮がCO2排出削減に効果

的である。このようにしてSCM、製造直販化やBTO、物流の情報化によって、2050年で間接効果を

含めて約11,600万t-CO2の削減効果があると試算した。これは1990年における日本全体のCO2排出量

の約10％に相当する。（各項目を合計しての数値であり、それぞれの効果に重なりが多尐あるこ

とに留意が必要である。） 

表２ ITの活用によるCO2削減効果の推計結果 

（千t-CO2） 

2010 2020 2030 2050
 1) 不必要生産抑制 16,221 16,221 35,960 41,461
 2) 工場建物削減 84 124 178 202
 3) ﾊﾞｯｸｽﾍﾟｰｽ 7,777 11,497 16,140 17,875
 4) 不必要生産抑制 443 660 943 1,065
 5) 卸売中抜き 2,274 4,724 6,477 8,630
 6) ﾊﾞｯｸｽﾍﾟｰｽ 3,326 4,830 6,848 7,382
 7) 不必要生産抑制 329 480 692 755

2,275 3,308 4,496 4,933
1,943 2,819 3,541 4,600
1,429 2,382 3,334 4,763

36,100 47,044 78,609 91,665
 1) 中間流通の不要化 2,722 4,084 5,445 8,167
 2) 小売販売の不要化 2,380 3,571 4,761 7,141
 3) 在庫スペースの増加 ▲ 1,328 ▲ 1,992 ▲ 2,657 ▲ 3,985
 4) 不必要生産抑制 215 323 431 646
 5) 販売物流の増加 ▲ 808 ▲ 1,211 ▲ 1,615 ▲ 2,423
 6) 返品物流の削減 28 42 56 84
 7) 購買者店舗移動の不要化 426 639 852 1,278

3,636 5,455 7,273 10,909
 1) 走行管理システム 1,588 3,970 6,352 7,940
 2) 求車求荷システム 1,295 3,238 5,181 6,476

2,883 7,208 11,533 14,416

42,619 59,707 97,415 116,991

小計

小計

合計

　(2) 製造直販化・BTO

　(3) 物流のICT活用

製造業

中間流通

小売販売

小計

8) 倉庫建物削減
9) 返品物流削減

　(1) SCM

　　10) 会計事務の効率化
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（２）サービサイジングの動向とCO2削減ポテンシャル量の推計 

TV会議としては、携帯電話を利用したTV会議を扱っている。その結果、携帯電話による一人当

たりのＴＶ会議の環境負荷（出張会議の値）は、二酸化炭素1.3㎏（608㎏）、メタン0.01g（0.75g）、

二酸化硫黄9g（254g）、窒素酸化物3g（2460g）となった。出張会議と比較した場合、数十分の一

から数百分の一となり、大幅な環境負荷削減のポテンシャルがあることが判った。例えば、ある

企業が一か月に100回の出張会議に代わりTV会議を実施した場合、年間720トンの二酸化炭素排出

を削減することが可能となる。国土の大きさや移動手段の違いにより、日本より大きな削減ポテ

ンシャル有している国もある。 

もうひとつの事例は、電子新聞である。携帯情報端末(PDA)を使って新聞内容を読むことと新聞

を読む伝統的な方法とを比較した。米国では、約5600万部の新聞が販売されている。それに伴う

二酸化炭素排出量を推計すると、2300－5600万トンに相当する。今回は、発行部数が一番多いニ

ューヨークタイムズを事例とした。発行部数は、平日が120万部、日曜日が170万部であった。一

部当たり、平均で2.6人が読んでいるとの仮定のもとで、PDAとの比較評価をした。伝統的な方法

で新聞を読むのと比べて、PDAを使ってニュースを受け取ると、二酸化炭素（1/32-1/140）、窒素

酸化物、二酸化硫黄、水（（1/26-1/67）などの排出量は減尐するという結果を得た。この結果を

用いて、全米で5600万部の新聞を平均2.2人が読んでいると仮定し、その25％の人々が、紙ベース

の新聞からPDAベースの新聞に変更した場合の効果を評価した。その結果、新聞の電子配信によっ

て、50－1400万トンの二酸化炭素排出量の削減が期待されることが分かった。 

表３にサービサイジングのCO2削減ポテンシャル量の推計結果を示す。 

 

表３ サービサイジングによる最大CO2排出削減量 

サービサイジング 効果 最大CO2排出削減量（万t-CO2） 

カーシェアリング／

カープール 

車両削減 4,420 

車利用削減 121 

電子図書 書籍、書店・図書館削減 2,800 

電子ニュース 新聞、配達、店舗削減 25 

音楽配信 CD、販売店削減 25 

二次電池 リサイクル・リユース 

による有効利用 
22 

 

（３）2050年IT機器消費電力量の推計7)-17) 

今回対象とした9種類のICT機器の2050年における消費電力量は，286億kWhとなった。表４と図

４にその結果を示す．この数値は、現状（2007年時点）のIT機器消費電力約4~500億kWhよりも尐

ない。この評価には、ルータ等における技術革新を考慮しているが、現状は IT機器の発展段階に

あり、消費電力は機器台数の増加も相まって増加のフェーズにある。2050年までのどこかでIT社

会も成熟し、消費電力は減尐に向かうと考えた（逆U字曲線）。  
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表４ 推計結果内訳  

2050年における電力消費量

【億kWh】

サーバ 155 54%

ストレージ 1.78 1%

スイッチ 32.1 11%

ルータ 19.4 7%

PC 19.6 7%

アクティブセンサ 0.0000298 0.00001%

携帯電話 0.605 0.2%

基地局 44.7 16%

ディスプレイ 12.6 4%

合計 286 100%

割合

 

 

ストレージ
1%

基地局
16%携帯電話

0.2%

アクティブセンサ
0.00001%

サーバ
54%

スイッチ
11%

ルータ
7%

PC
7%

ディスプレイ
4%

286億kWh

 

図４ 2050年ICT電力消費の推計結果  

 

今回の推計から，最も消費電力量の多いICT機器はサーバであり，全体の54％を占めることが分

かった．今回の推計にあたっては，国民10人あたり1台という設定になっており，その中にはシン

クライアント用のサーバも含まれているが，今後の仮想化技術等の発展により，より多くの集約

化を実現させ，サーバの台数の削減が求められる．また同時に，サーバ自体の低消費電力化のた

め，CPUの電力消費量の低減化技術も必要である． 
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５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 ITは、近年の携帯電話の爆発的な普及に代表されるように人々のライフスタイルの変革だけで

なく、ビジネスにおいても生産・流通・販売など全てのバリューチェーンで活用され、その環境

影響は、多岐の部門や様々な業界に横断的であり、定量的に評価することが困難である。またIT

の普及や発展のスピードは凄まじく、ITの未来像を予測することは難しい。本研究では、これら

の困難さを伴うIT普及による環境影響に関して、IT活用によるビジネス変化と経営手法の変革に

着目し、日本全体のマクロ的な視点で、ITを活用することによる二酸化炭素排出削減のポテンシ

ャルを定量的に明確にした。本研究で得られた知見は、脱温暖化社会の構築に向けて、ITを有効

的に活用するための政策立案に有用であると考える。 

 

（２）地球環境政策への貢献 

本研究を通して、ITによる二酸化炭素排出削減効果を有効に引き出すためのITの活用方法に関

する知見を深めてきた。今後は、脱温暖化社会のためにITが果たす役割や効果を提言し、中長期

的な脱温暖化政策の立案に寄与する。また今後、学会発表や政策検討フォーラム等を通じ、成果

の広報・普及に努める。具体的な貢献の例を以下に示す。 

1)総務省、ユビキタスネット社会の進展と環境に関する調査研究会に情報の提供を行った 

2)中国国家発展改革委員会エネルギー研究所に、エネルギー需要におけるIT普及の影響について、

情報提供を行った 

3)本研究で検討提言した「ITを活用した低炭素型産業実現のための施策パッケージ」の内容は、

2008年5月22日に環境省が報道発表した「低炭素社会に向けた12の方策」の中の「滑らかで無駄の

ないロジスティックス」に貢献した。 

4) ITU-T国際電気通信連合 電気通信標準化部門 (International Telecommunication Union 

Telecommunication Standardization Sector)で“ICTの地球温暖化へ与える影響”の評価手法に

ついて、標準化の検討が昨年度より始まっている。そこで中心となり、標準化に向けての活動を

行っている。 
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